
 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 決算の概要及び健全化判断比率の概要 
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Ⅰ 決算の概要 



 

【１ 令和５年度 稚内市の歳入・歳出決算状況】                      

本市の一般会計における令和５年度決算は下記のとおりです。 

 

【歳 入】               【歳 出】         （単位：％） 

区     分 決算額 構成比 区     分 決算額 構成比 

自 

 

主 

 

財 

 

源 

市 税 47 億 4,718 万円 16.2 議 会 費 1 億 5,612 万円 0.5  

分担金及び負担金 1 億 4,196 万円 0.5 総 務 費 63 億 5,621 万円 21.9  

使用料及び手数料 6 億 4,244 万円 2.2 民 生 費 60 億 1,401 万円 20.7  

財 産 収 入 1 億 5,910 万円 0.5 衛 生 費 32 億 7,277 万円 11.3  

寄 附 金 19 億 5,829 万円 6.7 労 働 費 5,102 万円 0.2  

繰 入 金 21 億 8,591 万円 7.4 農 林 水 産 業 費 8 億 5,959 万円 3.0  

繰 越 金 3 億 7,480 万円 1.3 商 工 費 10 億 2,199 万円 3.5  

諸 収 入 16 億 9,296 万円 5.8 土 木 費 30 億 6,618 万円 10.5  

計 119 億 265 万円 40.6 消 防 費 6 億 661 万円 2.1  

依 

 

存 

 

財 

 

源 

地 方 譲 与 税 2 億 5,264 万円 0.9 教 育 費 23 億 9,374 万円 8.2  

利 子 割 交 付 金 172 万円 0.0 公 債 費 27 億 4,973 万円 9.5  

配 当 割 交 付 金 1,589 万円 0.0 諸 支 出 金 2 億 3,000 万円 0.8  

株式等譲渡所得割交付金 1,830 万円 0.0 職 員 費 22 億  90 万円 7.6  

地方消費税交付金 9 億 1,871 万円 3.1 災 害 復 旧 費 4,960 万円 0.2 

ゴルフ場利用税交付金 261 万円 0.0 

   

環境性能割 交付金 2,330 万円 0.1 

国有提供施設等所在市町村助成交付金 2,442 万円 0.1 

地 方 特 例 交 付 金 2,346 万円 0.1 

地 方 交 付 税 84 億 4,576 万円 28.8 

交通安全対策特別交付金 349 万円 0.0 

国 庫 支 出 金 35 億 2,951 万円 12.0 

道 支 出 金 11 億 3,908 万円 3.9 

市 債 29 億 6,443 万円 10.1 

法人事業税交付金 7,481 万円 0.3 

自動車取得税交付金 193 万円 0.0 

計 174億 4,004万円 59.4 

合     計 293億 4,269万円 100.0 合     計 290億 2,847万円 100.0 

 

    歳入歳出差引 3 億 1,422 万円  

 



 

 

【２ 一般会計決算の推移】 

（単位：千円） 

年度 歳入決算額 歳出決算額 
決算収支 

① 

基金の積立 

② 

基金の取崩 

③ 

実質的な決算 

①＋②－③ 

H21 25,599,705 25,431,544 149,825 244,372 43,175 351,022 

H26 24,224,672 23,896,183 282,913 215,791 263,966 234,738 

R1 30,416,102 30,214,140 192,501 2,522,838 2,290,798 424,541 

R2 33,901,865 33,605,530 273,291 3,076,758 2,403,354 946,695 

R3 31,839,801 31,436,174 248,140 3,745,463 2,403,389 1,590,214 

R4 29,784,262 29,409,452 270,778 2,702,706 2,101,891 871,593 

R5 29,342,686 29,028,475 256,471 2,490,049 2,188,962 577,558 

※決算収支は、『翌年度へ繰り越すべき財源』を除く『実質収支額』を記載しています。 

※『基金の積立』及び『基金の取崩』は、市の全基金を対象としています。 

 

令和 5 年度の歳出決算額は約２９0 億円と、前年度と比較して約 4 億円減少して

います。 

その主な要因は、リサイクルセンター整備事業（約 9 億円）の減少や文化センタ

ー維持管理事業（2 億円）、電力・ガス食料品当価格高騰緊急支援事業をはじめとす

る物価高騰対策として実施された事業（12 億円）が減少したことによるものです。 

 なお、基金の積立金の決算額は減少しましたが、庁舎整備基金への積立を継続し

たことにより、基金の残高は増加しています。 

なお、市民の皆さん１人あたりの決算規模は、以下のとおりとなります。 
 

【稚内市の一般会計決算を市民１人あたりにすると】     （単位： 円） 

年度 歳入決算額 歳出決算額 
決算収支 

① 

基金の積立 

② 

基金の取崩 

③ 

実質的な決算 

①＋②－③ 

H21 656,319 652,007 3,841 6,265 1,107 8,999 

H26 664,217 655,211 7,757 5,917 7,238 6,436 

R1 915,927 909,845 5,797 75,971 68,983 12,785 

R2 1,040,030 1,030,939 8,384 94,388 73,729 29,043 

R3 998,551 985,893 7,782 117,464 75,374 49,872 

R4 950,814 938,849 8,644 86,280 67,099 27,825 

R5 959,790 949,512 8,389 81,449 71,600 18,238 

※各年度末の住民基本台帳人口で算出しています。 

※H21：39,005 人／H26：36,471 人 

R1：33,208 人/R2：32,597 人/R3：31,886 人/R4：31,325 人／R5：30,572 人 

－ 1 － 

 

－ 2 － 

 



【３ 歳入の推移】※以下普通会計ベースで記載しています。 

 

 歳入を自主財源と依存財源に区分した場合は、以下のグラフのとおりです。 

 自主財源とは、稚内市が自ら調達することができる収入のことで、主なものとし

ては、「市税」、「使用料及び手数料」、「繰入金」などです。 

 依存財源とは、国や都道府県から交付される「地方交付税」、「国庫、道支出金」

や「地方債」などを言います。 

 令和５年度における稚内市の歳入は、依存財源が約６０％と高い割合を占めてい

ますが、令和元年度から自主財源は増加しており、これは、まちづくり寄附金が増

加したことが主な要因です。 

 

－ 3 － 

 

依存財源 

59.1％ 

自主財源 

40.9％ 



【（１） 市 税】 

 

 自主財源の約 40％を占める市税ですが、令和５年度決算額は約４７億円で、前

年度と比較して、約５千万円増加しています。 

 各税目とも、昨年と同様の水準を維持している中、市民税では、漁業所得の増加

や水産加工業・電気業の増加により増額となっています。 

 

  

 
－ 4 － 

 



【（２） 地方交付税】 

 

 普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を上回る額を基礎として国から

交付されます。平成２７年度以降、公債費における基準財政需要額算入額の減少な

どに伴い減少傾向にありましたが、令和４年度に引き続き令和５年度も国の補正予

算等により地方交付税の増額がされたほか、臨時財政対策債への振替が抑制された

結果、普通交付税の額は例年と比べると高い額ではあるものの、前年度と比較し１．

４億円減少となりました。 

また、地方交付税の減少による地方の財源不足に対処するため、平成１３年度か

らは、地方財政法第５条の特例として臨時財政対策債の発行が認められています。 

この臨時財政対策債の発行に伴う償還金は、全額、地方交付税で財源措置されて

います。 

 

 

 

 

 

 

－ 5 － 

 

メモ 

基準財政需要額は、標準的な行政サービスを行う為に必要となる費用を算出します。 

 基準財政収入額は、市税や譲与税・交付金などの一定割合（７５％）とされています。 



【（３） 地方債】 

 

 稚内市の令和５年度末の地方債残高は、普通会計で約２４２億円、企業会計では

約１２８億円、また特別会計では約２億円となっており、これらを合わせると、全

体では３７２億円で、前年度と比較して約５千万円増加しています。 

普通会計の地方債発行額は 2６億 7 千万円で、前年度と比較して 2 億１千万円増

額しました。 

本市では、これまで地方交付税の算入対象となる地方債を優先的に発行してきた

ことから、普通会計地方債残高の４６.３％（約１１２億円）が償還時に地方交付税

で財源措置されます。 

 

  

－ 6 － 

 



－ 7 － 

 

【４ 基金（市の貯金）】 

 

本市には、年度間の財源調整を目的とした「財政調整基金」や地域活性化のため

に実施する事業に充てるための「地域みらい創造基金」のほか、いくつかの基金が

あり、それぞれの設置目的により、積立や取崩しを行っています。 

平成５年度以降、地方交付税の減少や社会保障費の増加などに対応するため、取

崩しを行ってきたことにより、基金残高が減少してきました。令和５年度は地域み

らい創造基金、財政調整基金等の積立金を増加したため、基金残高は増加しました。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 



【５ 歳出の推移】 

 

 歳出を性質別経費（義務的経費、投資的経費、その他の経費）で区分すると以下

のグラフのとおりになります。 

義務的経費は、職員給与等の人件費、生活保護費等の扶助費や地方債元利償還金

等の公債費からなります。 

投資的経費は、社会資本の整備等に要した経費であり、普通建設事業費です。 

前年度と比較すると、投資的経費であるリサイクルセンター整備事業（８億円）

や、その他経費である電力・ガス・食料品当価格高騰緊急支援事業をはじめとする

各種給付金事業（８億円）の減額により、歳出総額が減少しました。 

  

－ 8 － 

 



【（１） 義務的経費（人件費、扶助費、公債費）】 

 

扶助費は、物価高騰対策の影響により、低所得者世帯等に対する扶助費の給付な

ど、前年同等となっています。 

また、近年の生活保護費や医療扶助費の増加傾向、高齢化率の上昇などから、今

後も増加が予想されます。 

また、令和５年度における「義務的経費」は、歳出総額の約３３%を占めていま

す。 

 

 

－ 9 － 

 



≪①  人件費≫ 

 

人件費総額は、平成１８年９月から実施した給料の独自削減（平成１９年４月か

らは地域給与導入による新給料表の適用）や 財政健全化プラン（平成１６年～平成

２２年）による退職者の一部不補充（採用は退職者数の１／２以下）による定員適

正化計画に取組み、大幅に抑制してきました。 

令和５年度については、定員適正化計画（第 3 期）に基づく適正管理を行った結

果、本市の職員数は若干の減少傾向となっています。 

 

  

－ 10 － 

 



≪②  職員数≫ ※各年４月１日現在職員数（消防職員を除く。） 

 

令和５年４月１日における職員数は、一般行政職員と企業会計（水道・下水道・

病院職員）を合わせて６４３人となっており、 一般行政職員においては、平成２１

年４月１日（３６９人）と比較して、９４人減少しています 。 

一般行政職員は、定員適正化計画（第 3 期）に基づき抑制を図っています。 

 

 

 

 

－ 11 － 

 



－ 12 － 

 

【（２） 投資的経費（普通建設事業費）】 

 

 国の経済対策として大型の公共事業を実施したことにより、平成１１年度の普通

建設事業費は、約７７億円に達しましたが、その後「公債費負担適正化計画」の実

施などにより減少しています。 

 近年は、リサイクルセンターの建設や道路・港湾の整備により増加傾向となって

います。 

 令和５年度については、庁舎整備事業や稚内中学校建設事業を実施しましたが、

リサイクルセンター整備事業の終了により前年度同額程度になりました。 

 

 



【（３） その他経費・・物件費（旅費、需用費、委託料等）】 

 

 令和５年度は、前年度と比較して物件費が約２億円減額しました。主な要因は庁

舎整備事業にて委託料が２億円の減額となっております。 

 

 
 

 

 

 

 

 

－ 13 － 

 



【（４） その他経費・・特別会計・企業会計への繰出金】 

 

 一般会計から他会計への繰出金は、制度上繰出しをしなければならないものと、

財政支援として行う繰出しに分かれます。 

制度上行う繰出金は、他会計で行う事業のうち、その性質上、税などを充てるこ

とが適当であると認められる経費で、国が基準を定めています。 

対象となる経費は、企業債の元利償還金などが主なものであり、一般会計にとっ

ては義務的経費に準じるものです。 

一方、財政支援としての繰出金は、他会計の経営（収支）の状況に応じて補てん

するものです。 

 

 

 

 

 

 

－ 14 － 

 

メモ 

特別会計・・・国民健康保険、公設地方卸売市場、介護保険、港湾整備、後期高齢者医療 

 企業会計・・・病院、水道、下水道 



≪① 病院事業会計への繰出金≫ 

 

市立稚内病院は、公立病院・地域センター病院として、不採算となる医療分野に

ついても、充実を図ってきましたが、常勤医不在による入院収益の減少、更には出

張医派遣による費用の増加等により、医療収入だけでは費用を賄い切れない状況が

続いています。 

このため、病院事業への繰出金は増加し、令和５年度は前年度と比較して１千万

円増加しました。この主な要因は不採算部門に係る費用が増加したことによるもの

です。令和６年度以降、経営強化プランに基づき、経営改善に取組む必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

－ 15 － 

 



≪② 下水道事業会計への繰出金≫ 

 

稚内市の下水道は、市街地が細長いため、管渠の延長が長く、ポンプ所の設置も

多いなど、他都市に比べ、イニシャルコストが高い状況にあります。 

 これまでに実施した事業の総額は、約３２４億円ですが、このうち約５５億円が

地方債残高として残っております。 

平成１６年度から償還金平準化のための地方債、平成１８年度から国の財政措置

の変更による下水道事業債特別措置分を借り入れたことにより、繰出金が減少して

きましたが、平成２１年度以降は、元利償還の開始や、人口減による使用料収入の

減少により増加傾向となっています。令和５年度は前年度から比較して０．４億円

の減額となりました。 

 

 

 

 

 

－ 16 － 

 



≪③ 国民健康保険事業会計への繰出金≫ 

 

国民健康保険の主たる費用である被保険者の医療給付費については、５０％を 

公費、残り５０％は国民健康保険税によって賄われることが基本となっています。 

しかし、国民健康保険事業会計は、制度上、公費の一部として一般会計が負担し

なければならない基準内繰出しのみでは歳出超過となることから、基準外の繰出金

によって収支の均衡を図っているのが現状です。 

 国民健康保険事業は、平成３０年度に都道府県単位化しましたが、新たな制度の

もとで、被保険者数の減少や医療費の増加など、収支の推移に注意しながら財政運

営を進めていかなければなりません。 
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【１ 健全化判断比率】 

 

財政健全化法の施行に伴い、地方公共団体は、毎年度、次の健全化判断比率（４

指標）を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表しなければならないこ

とになっています。 

早期健全化基準を上回ると財政健全化計画の策定が義務付けられ、国への報告義

務を負うことになります。 

 なお、この法律により算定された稚内市の令和５年度決算に基づく健全化判断比

率及び資金不足比率は、以下のとおり健全性を保っています。 

 

●稚内市における健全化判断比率の状況 

健全化判断比率 令和５年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率（フロー指標） 

・一般会計等の実質赤字の比率 

 

― 

（黒字 2.02％） 
１２．９８％ ２０．００％ 

連結実質赤字比率（フロー指標） 

・全ての会計の実質赤字比率 

 

― 

（黒字28.25％） 
１７．９８％ ３０．００％ 

実質公債費比率（フロー指標） 

・公債費及び公債費に準じた経費の 

比重を示す比率 

１0．７％ ２５．０％ ３５．０％ 

将来負担比率（ストック指標） 

・地方債残高のほか一般会計等が将来 

負担すべき実質的な負債を捉えた比率 

３２．８％ ３５０．０％  

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、各会計に赤字及び資金不足がないため該当しません。 

 

●稚内市公営企業における資金不足比率の状況 

資金不足比率 令和５年度 経営健全化基準  

水道事業会計 ― 

２０．０％  

病院事業会計 ― 

下水道事業会計 ― 

港湾整備事業特別会計 ― 

公設地方卸売市場事業特別会計 ― 

臨港用地造成事業特別会計 ― 

※資金不足比率については、上記各会計に資金不足がないため該当しません。 
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Ⅱ 健全化判断比率の概要 



【２－１ 健全化判断比率の対象範囲イメージ図】 

地方公共団体 
一部事務組合 

広域連合 

地方公社 

第三セクター等 一般会計等 
公営事業会計 

特別会計 公営企業会計 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

   

稚  内  市 

稚内地区 
消防事務組合 

 
北海道市町村 
備荒資金組合 

 
北海道後期高齢者 
医療広域連合 

該当なし 
一般会計 

特別会計 公営企業会計 

国民健康保険会計 

介護保険会計 

（保険事業勘定） 

（サービス事業勘定） 

後期高齢者医療会計 

 

水道会計 

病院会計 

下水道会計 

港湾整備会計 

市場会計 

 

 

【２－２ 実質赤字比率・・稚内市：該当なし】 

 

実質赤字比率は、一般会計等（稚内市は一般会計のみ）を対象とした実質赤字の

標準財政規模に対する比率です。 

 下記の算式で算定されます。 
 

実質赤字比率＝  
一般会計等の実質赤字額  

標準財政規模  

 

○実質赤字＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

・繰上充用額：歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額 

・支払繰延額：実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 

・事業繰越額：実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 

○標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、

標準税収入額等に普通交付税を加算した額 

○標準税収入額：地方税法に定める法定普通税を、標準税率をもって、地方交付税法で定める方法により算定し

た収入見込額。具体的には、法定普通税の基準税額の合計をいう。 

実質赤字比率 資金不足比率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 
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【３－１ 連結実質赤字比率・・稚内市：該当なし】 

 

 連結実質赤字比率は、全会計を対象とした実質赤字又は資金の不足額の標準財政

規模に対する比率です。 

 下記の算式で算定されます。 

 

連結実質赤字比率＝ 
連結実質赤字額（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）  

標準財政規模  

 

イ：一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じ

た会計の実質赤字の合計額 

ロ：公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ハ：一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

ニ：公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

 

【３－２ 資金不足比率・・稚内市：該当なし】 

 

 資金不足比率は、それぞれの公営企業会計を対象とした資金不足額の事業規模に

対する比率です。 

 下記の算式で算定されます。 

 

資金不足比率＝ 
資金の不足額  

事業の規模  

 

○資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の 

現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

○資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に 

充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場

合において、資金の不足額から控除する一定の額。 

 

○事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益の額 

○事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 
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★稚内市の各会計における実質収支額及び資金不足（余剰）額 

 

 令和５年度稚内市の各会計（１０会計）における、実質赤字比率及び連結実質赤

字比率の対象となるべき実質収支額及び資金不足（余剰）額は下記のとおりです。 

 稚内市の場合、全ての会計において黒字及び余剰金があるため、各会計の赤字比

率及び資金不足比率は発生していません。 

 

●一般会計等                           （単位：千円） 

会計名 
歳入総額 

① 

歳出総額 

② 

翌年度 
繰越財源 

③ 

 実質収支額 

① －②－

③ 

一般会計 29,342,687 29,028,475 57,741  256,471 

 

 

●公営企業以外の特別会計                      （単位：千円） 

会計名 
歳入総額 

① 

歳出総額 

② 

翌年度 
繰越財源 

③ 
 

実質収支額 

①－②－③ 

国民健康保険事業特別会計 3,435,501 3,433,494 0  2,007 

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）  3,216,348 3,172,713  0  43,635 

後期高齢者医療特別会計 569,954 567,831 0  2,132 

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定） 18,000 18,000 0  0 

 

 

●公営企業法を適用している会計                  （単位：千円） 

会計名 

流動資産等 

① 

流動負債等 

② 

算入地方債 

③ 

解消可能 

資金不足額 

A 

資金不足 
（余剰）額 
① -②+③

+A 

水道事業会計 2,105,499 152,067 0  1,953,432 

病院事業会計 2,165,708 1,032,848 0  1,132,860 

下水道事業会計 426,503 236,379 0  190,124 

※流動資産等 ＝ 流動資産－控除財源－控除額 

※流動負債等 ＝ 流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額－PFI 建設事業費等 

 

●公営企業法を適用していない特別会計               （単位：千円） 

会計名 
歳入総額 

① 

歳出総額 

② 

翌年度 
繰越財源 

③ 

土地収入 
見込額 
Ａ 

資金不足 
（余剰）額 
①-②+③+A 

港湾整備事業特別会計  155,359 155,076 0  283 

公設地方卸売市場事業特別会計 50,340 50,239 0  101 
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【４ 実質公債費比率・・稚内市：１０．７％】 

（令和３年度：9.9／令和４年度：11.3／令和５年度：10.9） 

 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金

の標準財政規模に対する比率です。 

 下記の算式で算定され、3 年間の平均値が比率となります。 

 

実質公債費比率＝  

（元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

 

○準元利償還金の内容 

① 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金

償還金相当額 

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの 

③ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充

てたと認められるもの 

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（ＰＦＩ事業による建設費の割賦払いや借入金に対

する償還補助金、利子補給に係る債務負担行為など） 

 

『実質公債費比率』は、地方債の発行が平成１８年度に『許可制』から『協議制』

へ移行したことに伴い、従来までの公債費比率や起債制限比率に代わり導入され、

平成１９年度から健全化判断比率の一つとされている財政指標です。 

この比率は、それまでの公債費の算出では、一般会計の地方債の元利償還金だけ

が対象だったものを、公営企業会計や一部事務組合への一般会計からの繰出金や債

務負担行為に基づく公債費に準じる経費を含めた自治体の実質的な債務も加え、明

確化したものです。 

 この実質公債費比率は、早期健全化団体（２５％以上）、財政再生団体（３５％以

上）の判断基準だけではなく、１８％以上となった場合には、黄信号がともった状

態となり、地方債許可団体に移行するとともに、『公債費負担適正化計画』の策定が

求められます。 

 現在、稚内市の実質公債費比率はやや高めの数値を示していますが、地方債の発

行を抑制してきたことにより、減少傾向にあります。 
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★稚内市の実質公債費比率算出の状況 

 

【令和５年度数値】                       （単位：千円） 

区     分 金 額 備   考 

元利償還金 2,749,722  

準元利償還金 

（① 満期一括償還） 
0  

準元利償還金 

（②特別会計の元利償還金に伴う繰出金） 
515,612  

準元利償還金 

（③組合等の元利償還金に伴う負担金） 
25,829  

準元利償還金 

（④債務負担行為に基づく公債費に準ずる支出） 
149,113  

Ａ 令和５年度負担額合計 3,440,276  

特定財源 281,217  

元利償還金及び準元利償還金に対する 

基準財政需要額算入額 
1,990,118  

Ｂ 令和５年度控除財源合計 2,271,335  

Ａ－Ｂ 1,168,941 算定上の分子となるべき数値 

 

区     分 金 額 備   考 

Ｃ 標準財政規模 12,676,061  

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金に対する 

基準財政需要額算入額 
1,990,118  

Ｃ－Ｄ 10,685,943 算定上の分母となるべき数値 

 

令和５年度の実質公債費比率の算出は、上記の数値より 

1,168,941千円÷10,685,943千円×100≒10.93905％と算出されます。 
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【５ 将来負担比率・・稚内市：３２．8％】 

 

 将来負担比率は、一般会計等が将来にわたり負担すべき実質的な負債の標準財政

規模に対する比率です。 

 下記の算式で算定されます。 

 

将来負担比率＝  

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

 

標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

 

○将来負担額の内容 

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの） 

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

へ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額

のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ト 連結実質赤字額 

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 

○将来負担額から控除されるもの 

リ イからヘに充当することができる地方自治法第241条の基金 

ヌ 特定財源見込額 

ル 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

 

 令和５年度末における稚内市の将来負担すべき額は、320 億 2,637 万円あり、

その負担に対する特定財源及び普通交付税で措置される見込額や基金残高は、285

億 1,459 万円が見込まれることから、実質負担見込額は、35 億 1,178 万円とな

ります。 

この額に対して、標準財政規模から令和 5 年度に普通交付税で措置された額を差

し引いた 106 億 8,594 万円に対する割合が、『３２．８％』となり、将来負担比

率が算出されます。 

 国が定めた早期健全化基準は３５０．０％となっており、現在の稚内市は、良好

な数値を維持していますが、引き続き財政健全化の取り組みを継続していきます。 
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★稚内市の将来負担比率算出の状況 

 

【令和５年度数値】                       （単位：千円） 

 区     分 金 額 備   考 

イ 地方債の現在高 25,982,362  

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額 536,828  

ハ 公営企業債等繰入見込額 2,923,858  

ニ 組合等負担等見込額 0  

ホ 退職手当負担見込額 2,545,124  

ヘ 設立法人の負債額等負担見込額 38,200  

ト 連結実質赤字額 0  

チ 組合等連結実質赤字額負担見込額 0  

Ａ 将来負担額合計 32,026,372 上記イからチの合計 

リ 充当可能基金 6,558,750  

ヌ 充当可能特定財源 2,703,263  

ル 基準財政需要額算入見込額 19,252,578  

Ｂ 充当可能財源合計 28,514,591 上記リからルの合計 

Ａ－Ｂ 3,511,781 算定上の分子となるべき数値 

 

 区     分 金 額 備   考 

Ｃ 標準財政規模 12,676,061  

Ｄ 
元利償還金及び準元利償還金に対する 

基準財政需要額算入額 
1,990,118  

Ｃ－Ｄ 10,685,943 算定上の分母となるべき数値 

 

令和５年度の将来負担比率の算出は、上記の数値より 

 3,511,781 千円÷10,685,943 千円×100≒32.8％と算出されます。 

 

－ 25 － 



【６ 実質公債費比率／将来負担比率の推移】 

 

 実質公債費比率は、平成２２年度まで上昇傾向にありましたが、各年度の地方債

発行額を元金償還額以下に抑制してきたことにより、実質公債費比率は減少傾向に

あります。 

 一方、将来負担比率については、地方債残高や職員数の減少等により減少傾向に

ありますが、新庁舎や稚内中学校の建設が予定されていることから、今後は若干の

上昇が見込まれます。 
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【７ 経常収支比率】 

 

経常収支比率を家計に例えると、毎月決まった支払いである住居費・食費・被服

費・ローン返済金などの費用が、毎月の給料に占める割合を示したものです。 

人件費や地方債償還金などの義務的経費や物件費の比率が高い場合は、経常収支

比率が上昇し、財政の硬直化を招き、独自施策の実施が難しくなります。 

健全な財政運営の目安は、この比率が概ね７０％～８０％の範囲となりますが、

本市では、平成１１年度以降、経常一般財源である市税や地方交付税が減少したこ

とにより、経常収支比率が上昇傾向となっています。 

 直近 2 年間では、委託料などの物件費や扶助費の増加により、９０％を上回る状

況となっています。 

 令和５年度については、前年度から１．５％増加し９２．５％となりました。臨

時財政対策債の減少や除排雪経費が増額したことが主な要因となっており、引き続

き、経常的な経費の抑制に努め、経常収支比率の低減を図っていきます。 
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